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3つの大きな動き

吉田本日はお忙しい中をお集まりいただきまして

まことにありがとうございます．

エネルギー・資源学会では毎年新春号には座談会と

して，その時々の一番話題になる事項を取り上げ，そ

の分野の権威ある方々に，問題点，課題，これから学

会としてなすべき仕事といったものを討議していただ

くことを続けてきております．隔年で大阪，東京で開

いてきており，今年は東京の番ということで座談会を

開かせていただくわけです．

今年C話題ということになりますと，ブラジルの地

球サミットが開かれて以来，地球環境問題というのが

大きな問題になっておりまして，それを踏まえた格好

で，我が国では総合エネルギー調査会の需給部会の中

間報告，環境基本法の制定，また産業構造審議会の産

業環境ビジョンづくりが行われているわけです．

本日は，それぞれの審議会あるいは調査会等々でビ

ジョンづくり，あるいは中間報告づくりに関係された
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方々にお集まりいただいて，そういった制定作業がと、

のような考えで行われてきたのか，どのような方向を

目指しているのかといったことについてお話しいただ
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日本：

1993年末

1994年6月

1994年6月

1994年末

環境基本法制定

産業構造審議会産業環境ビジョン

総合エネルギー調査会需給部会

中間報告

環境基本計画策定予定

図1エネルギー・環境関連の主な動向

こうというわけです全体的な流れを知って頂くため

に，図－1をつくってきましたので参考として下さい．

まず最初に，3つの委員会に全部関係してこられた

茅先生からお話をいただきます．

茅吉田先生からお話がありましたように，現在，

日本でいろいろな形での環境対応が進んでいますが，

もともとの芽というのはずいぶん前にあるわけです．

70年代に、日本はNOX,SOXの規制で非常な努力

をしましたが，現在の動きは80年代の地球環境問題の

顕在化がきっかけになっていると思います特にいろ

んな法規化の話というのは，1985年のオゾン層に関す

るウィーン条約が大きいきっかけになっていると思い

ます．

そして，これが世界的に非常なフィーバーになった

のは1988年で，それが1992年のリオのサミットの盛り

上がりを生んだと思っております．

我が国の場合，1990年に日本政府は地球温暖化防止

行動計画というのを発表しています．実は政府の中で

はいろんな議論があって出てきたもので，現在のエネ

ルギー需給見通し，あるいはそれを踏まえた日本の今

後の計画にとって,1つの布石になったわけです

この辺から日本の特に官庁の中で具体的にこういう問

題に対しての対処が強く出てきたと言えるかと思って

おります．

1992年6月に，ご承知のリオの環境サミットがあっ

たわけですが，環境基本法という議論は当然その辺か

らはじまり，それが1993年に成立したわけです．現在

それをベースにして，具体化する意味での環境基本計

画が昨年の初めから精力的に進められてきたわけです．

その中心になっているのは企画部会で，部会長は名古
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屋大学の森島先生ですが，今日ご出席の清水さんが部

会長代理という名で実質的には采配を振るっておられ

て，後で中身のお話は十分聞けるかと思います．

これが国の今後の環境の方向を決める非常に大事な

ものであるということは言うまでもないんですが，一

方，現実的な問題としてそれぞれの企業の中の対応の

仕方という具体的なところで，どういう考え方を持っ

ておられるのか，何をしたらいいかということが問題

になるわけです．そういった意味で通産省の動きは，

私自身としては重要ではないかと思っています．

’つは，昨年の6月に産業構造審議会で出した産業

環境ビジョンで，企業がどのような形で環境に対応し

ていったらいいかということを具体的に調査し，リコ

メンデーションを出したものですが，今後の企業の環

境対応の動きに大変参考になるものだと思っています．

もう1つは，総合エネルギー調査会が1990年に出し

たエネルギー長期需給見通しの検討の仕直しです.こ

れはエネルギーというフレームワークで，特に温暖化

の問題を検討したわけで，今後のエネルギーと環境に

関連した分野で大きな意味を持っていると思います．

もう’つ大事だと思っていますのは，環境管理監査

に対する動きですこれは1990年代になってから急激

に出てきた問題です．今まで環境の問題は，どちらか

というと自発的な行動を待つという考えで動いてきた

わけですだんだんこういった問題に対しても一定の

フレームワークを出すべきであるという見方が強くなっ

て，特にヨーロッパで強いわけです．

これはほかの分野でもありまして，品質管理(TQ

C)で既にそれが行われているわけです．環境も会計

監査と|司じような形で，環境管理あるいは監査の形態

をきちんとした標準にすべきだという動きが出てきて

いて，今後の企業の動き方を決める，っの大きなファ

F悪搦菟!!!，

茅 陽一先生
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クターになるのではないかと考えています．

これは政府の中での動きですが，実際にはそれだけ

で問題が解決するわけではありませんそれを横目に

見ながらどうやって技術開発を進めていくかというの

が，環境エネルギーに関連する技術者の役割だと思

います．そういう側面では，いろんな動き，新しい技

術が出てきており，またそれを支援しようという動き

も出ておりますこれについては，後で少しつけ加え

させていただきたいと思っています．

そんなわけで，きょうの座談会の議論の中で，これ

らの種々の動きをどうとらえるか，それに対してどう

対応していくべきかということが議論されれば，私は

大変有意義だと考えています．

吉田それでは，それぞれにかかわりました方々か

ら，もう少し具体的な話をいただこうと思います．最

初に，環境基本法ということで，清水さんにお願いし

ます．

清水92年の6月に地球サミットがあり，それから

CSDができたという動きが国際的にありますが，日

本が環境基本法をつくった行動は，国際的に見ても早

い反応だということが言えるのではないか，今後はい

かにその実効を上げていくかという運用が問われるこ

とになると思います．運用のまず第1着手として，昨

年の1月に内閣総理大臣から中央環境審議会に対して

｢環境基本計画はいかにあるべきか」という諮問があ

りまして，それについて，企画政策部会を設けて取り

組んできました

昨年の7月に，中間的な段階ですが，審議の概況を

発表して，全国9ブロックの中心地で公聴会をやりま

して，広く国民各界各層の意見を吸収するということ

をやってきているわけです．昨年12月に答申し，すぐ

閣議決定されました．

この答申づくりをやっていて感じますのは，各省庁

や地方公共団体の施策，それから各個人のライフスタ

イルにまでまたがるような中身を盛り込んでおります

ので，縦割りのようなところがどうしてもあって，そ

こを克服することが必要ではないかという指摘が，公

聴会でも出ました．実際に審議会で議論をやっていま

しても，その辺が1つ問題であるかなと思います．

しかし，それは環境問題の実態がそもそも総合的な対

応を必要としているという，実態からくる難しさです．

例えば，エネ調のお話もありましたが，中間報告の

中に1つの柱として害いてあるのは，地域的なエネル

ギーの効率的利用です．そうすると，都市とか，交通

－6－
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とか，ごみ焼却余熱とか，地下鉄廃熱とか，そういう

ものを総合的に，もっと効率的に利用するような地域

構造にするとか，あるいは炭酸ガスの排出の少ない都

市づくりをすることになります総合した全体の，ま

さに社会・経済システムの中に環境配慮を組み込むと

いう話だと思います．

そこで，環境保全対策として，従来からある手法は

規制です．産業公害の場合は当然規制でいいわけです

し，それが有効に働いたわけですが，今のような事態

になると，それだけでは到底うまくいかないですから，

そこで各主体が自主的・積極的にと言うんですが，そ

れにはやっぱり1つの枠組みというか仕掛けが必要に

なってくるのではないかと思います．誘導効果のある

経済的手法などの知恵を出していく必要があるのでは

ないかというのがもう1つの問題です．

吉田続きまして産業環境ビジョンのお話をいただ

きたいと思います．

小林産業環境ビジョンを通産省の委員会でおつく

りになったんですが，前段階として，数年前からいろ

んな動きがありました．経団連の「地球環境憲章」が

1つの話題になりましたが，これに先立ってICC

(国際商業会議所）が「ICC憲章」を出しましたし，

CERESで「バルディーズの原則」というものをつく

りました．

先ほど茅先生が言われた環境監査ともつながるんで

すが，企業の環境に関する行動は社会的に非常に関心

を持たれてます．それに対して企業が何をすべきか

産業環境ビジョンというのは，通産省としてそれをど

ういう考え方でまとめていったらよいかを示すものだっ

たと思います

日本では通産省が「ボランタリープラン」をつくら

れましたし，それとほとんど同時に環境庁が「環境に



Vol.16Nol(1995) 7

やさしい企業行動指針」をつくられました．東京電力

の例ですが，ちょうどそれと時を同じくして，「環境

行動レポート」の第1号を1992年の年末に出しました

いずれにしても，我々企業としては公害問題を含む

もっと広い意味での環境問題にどう対応していくかと

いうことを，企業経営の基本の中でどう考えるかを基

本方針だけではなく，具体的にそれを企業行動の中で

展開していくかを公表して，ご批判を受けることをや

り始めたわけです

産業環境ビジョンをまとめられるにあたって，通産

省でいろんなことをお考えになった中で，私は非常に

興味ｶｴあるのは，「業際的LCA」というものです．

例えばライフサイクル・アセスメントを考える場合に，

ある1つの企業の中だけでライフサイクル・アセスメ

ントをやって，環境負荷が最も少ない企業行動は何か

と考えるだけでなく，さらに広げて，上流・下流全部

を通じてのライフサイクル・アセスメントをして，環

境負荷が最も少ないものは何かという考え方をしてい

きますと，企業行動自体がずいぶん変わってくるので

はないかと思います，

それから，先ほどから話題に出ております環境管理，

環境監査の問題につきましても，基本的には社会監査

といいますか，環境問題について，企業行動を社会か

らどういうふうにながめるか，それに対して企業がど

う対応するかということだと思います．従来の品質管

理とか，あるいは今までの監査は，株主とその企業，

あるいは生産者と消費者との間の利害関係に基本的に

基づいていたと思いますが，そういうものと全く見方

の違うものに対して，企業が対応しなければならない．

その1つのあらわれが環境監査，あるいは環境管理シ

ステムという問題ではないかと思います．

吉田それでは，エネルギー調査会のお話を中上さ

んのほうからお願いします．

中上全体のことについては，茅先生からお話をし

ていただくのがいいかと思いますが，90年のときの需

給見通しと今回の見通しについて，両方とも出席させ

ていただいたという立場から，若干その感想を申し上

げます

90年のときの長期見通しというのは，まさに地球環

境問題に対してエネルギー政策はどうあるべきかとい

う立場から，エネルギーの需給見通しを真剣に議論し

て，数字をまとめたということになるんだろうと思い

ますが，この時期がある意味で不幸だったと私は思っ

ています．ベースとするデータ自体がいわゆるバブル

の前で，ちようと､出さなければいけない時期がバブル

の絶頂期でしたしたがって，当初の話では，エネル

ギー需要が非常に上向いてきて，今までの見通しを大

幅に上回りそうなので，それに対して見直しをすると

いうニュアンスで私は伺ったんです．

ところが，地球環境問題を考えると，とてもそうい

う上向きになるなどというのはあり得ないしたがっ

て，ほとんど以前の見通しと同じような伸び率であっ

て，しかし発射台が少し高くなったということでまと

め上げたという経緯がありました．

この2回，私が主に委員として出席したのは民生部

門だったわけですが，当時は通産省が言っております

｢豊かさ・ゆとり」といったようなことが，ある意味

ではストレートに皆さんご理解いただけるような状況

だったんですが，今回の見通しの段階になりますと，

ちょうどバブルを経験したものですから，民生部門で

はそういうところが行き過ぎた部分と，まだ立ちおく

れている部分がアンバランスに混在している中で見通

しをつくらなければいけないことになりました．見通

しをおつくりになったお役所のほうで大変苦慮された

と思います．

私自身としては，日本の家庭生活なり，業務用のエ

ネルギーの使い方というのは，過去のトレンドではな

くて，違った考え方で見直していかないといけないの

ではないかと思っています．民生部門が増加を続けて

いますがその中身は，90年と94年とはずいぶん違って

きていますライフスタイルも含めてじっくりと見直

しをやるべきではないかと思っておりますが，それは

次の課題だろうと思います
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前提

1）経済成長率

1992-20003.0%

2000-20102.5%

2）化石燃料のみで二酸化炭素排出量を算定．

3）二酸化炭素排出原単位

石炭1.001C-ton/TOE=.926C-ton/kl-oil

石炭．825、763

NG.578.535

シナリオC/EE/GC

A)1992-2000-0.4%/Y-1,9%/YO.7%/Y

2000-2010-0.6-1.40．5

B)1992-2000-0.5-2.10.4

2000-2010-0.8-1.60.1

エネルギー需給見通しの問題点

吉田茅先生のほうで何か補足がありますでしょう

か．

茅全体のことについて述べさせていただきますと，

エネルギー需給見通しというのは過去ずいぶんやって

いるんですが,1990年につくったときは，政府の地球

温暖化防止行動計画の策定ということもありまして，

CO2の発生量について少なくともターゲットを掲げざ

るを得なかった．そんなことから，かなり苦しい計画

をしたという実情があったと思います．策定をした直

後から見直しをやるべきだという議論は非常に強かっ

たんです。私はそれに対しては、少なくとも温暖化防

止行動計画を出して，二酸化炭素の排出安定化目標を

打ち出した以上，政府がそれを自分で勝手に変えてし

まうのはおかしい．目標というのは少なくともそう簡

単に変えるべきものではないので，軽々しく改定すべ

きではないということを申していたわけです．

結果的に，94年になって検討の仕直しをしたんです

が，その間に幾つか変化があったことを考えると，私

はよかったと思っています．

1番目の変化は，中上さんの言われたことと同じな

んですが，バブルの時代が終わって，経済の著しい停

滞がきた．そのこと自身はあまり望ましくないことな

んですが、CO2の発生という側面から見ると，プラス

面に働いています．そのために，一時期言われたよう

なエネルギー需給見通しが現実と大きく反するという

議論は，ある程度抑えられることになりました．

2番目は，そうは言っても，中身を見ますと，いろ

いろ現実的でない側面もあるわけです．例えば新エネ

ルギーについての見通しは，どう考えてもちょっと無

理だという面が多いのである程度のフィージビリティー

は当然考えなければいけません．その意味で，今回の

改定はよかったと考えているわけです．

そこで，「1994.6改定エネルギー需給見通しの因子

分解」（図-2）を見て下さい.CO2の発生量について，

C/E(脱炭素率),E/G(省エネルギー率）－「G」

はGDPです－がどの程度変化するかが書いてありま

す．

「シナリオA」と書いたのは，現在の政策のみでいっ

たらどうなるかというものです．「シナリオB」と書

いたのは，新しくさらに省エネルギーを推進する，新

エネルギーの導入を推進するとした場合にどうなるか

C/E(脱炭素率),E/G(省エネルギー率),C(炭素）

図-21994.6改定エネルギー需給の見通しの因子分解

という，いわば政策促進型シナリオです．その数字を

見て過去のものと比較をすると，今後はどの程度大変

かということがわかるんです.省エネルギーをまず取っ

てみますと，オイル・ショック後の10数年は，日本は

非常に高い省エネルギー率を保っていたんです．

大体2％から3％の間ぐらいです．日本，アメリカが

世界の中で図抜けていいんですが，アメリカが日本に

比べてはるかに高いエネルギー原単位を持っているこ

とを考えると，日本は非常によくやったわけです．し

かしバブルのときにガタガタにこれが落っこちて，現

実には省エネルギー率はほとんどゼロに近かった．

今考えているシナリオは、これを再び1.5％から特

に2000年までを考えますと大体2%前後にしようとい

うんですが，これはかなり苦しいターゲットであるこ

とは事実です．そのためには，先ほど中上さんが指摘

されたような民生での努力，あるいは運輸での努力が

カギになるんですが，これが果たしてどこまで実るか

というのがポイントだと思います．例えば運輸をとり

ますと，現在のシナリオでは，政府が決めた平均燃費

で2000年までに8％の向上が織り込まれています．本

当にこれが実現できるかというと，私は懐疑的です．

というのは，今の段階ではターゲットが決められてい

るだけで，それを推進するような方策は現実にはほと

んど取られていないからです．

過去10年以上，平均燃費というのは車の大型化もあっ

て，劣化し続けていることを考えますと，どうやって

逆転させるのかというのは非常に難しい問題だと思い

ます．そういった意味で，省エネルギー2％をやると

－8－
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いうのはそう簡単な課題ではありません．

次は,｢C/E」と書きましたが，いわゆる「脱炭素

率」ですが，1980年代の我が国は年率0.7%ぐらいで

す．これは原子力の導入もあったからですが，それが

今回のシナリオでは0.5～0.6%ということなので，現

在の原子力の計画が大体予定どおり進めば，このぐら

いはまあまあいくであろうと私は考えています.ただ，

今回の需給見通しでは2010年以降それが上がっていく

ことを想定しているんですが，これは本当にうまくい

くかどうか，私にもその辺は何とも言えないと思いま

す．結果として出てきたものは何かというと，増加率

は低いがプラスで,2000年までどうしてもCO2は毎年

0.5％前後増えるという結果になってしまうんです．

こういう需給見通しを出したんですが，これは1つ

の目標であって，決して予測ではない，こういうもの

を実現するには何らかの形での努力が，民間でも，国

でも進められなければいけないということは明瞭なわ

けです．

ついでに申しますと，気候変動に関する枠組み条約

では,2000年に1990年レベルでの排出安定化というこ

とがうたわれておりますし，日本の温暖化防止行動計

画でもそれをうたっているわけです．これが成り立つ

かどうかということについては，言い回しがだいぶ微

妙だと思います．というのは，だれが考えてみても，

成長率が完全にゼロあるいはマイナスというのを安定

化と呼ばなければいけないのかというと，そこまで厳

密に言わなくてもいいのではないかという議論が相当

にあります．事実，少なくとも通産省は，1人当たり

のCO2の排出量を考えてみた場合には,1990年と2000

年とは2桁までは四捨五入したとき大体同じである．

だから，一応安定化と言ってよろしいのではないかと

いう立場をとっているわけです．私も，数％ぐらいの

増加なら，まあ認めてもらってもいいのではないかと

は思っております．

吉田需給見通しに関しては，茅先生からお話があっ

たように，省エネルギーということに対して，既に発

表以来，いろんな意味で難しいのではないかという批

判がだいぶ出ているようですね．

それと，既にお話がありましたが，例のCO2の排出

抑制に関しても，ことしの8月2日の新聞記事に出て

おりますが，これは環境庁としても難しいということ

を出しているようですが，この辺について清水さんの

ほうから改めていかがでしょうか．

清水その点については，新聞の言い方は「国際公

－9－
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約」という言葉を使っていますが，茅先生がおっしゃっ

たように，それはもう少し用心深い言い方で温暖化防

止行動計画をとったときから対外意図表明をしていま

す．それから，条約のほうは，それ自体はそうカツチ

リした数値的な拘束は目下のところしていません．む

しろ2000年以降も削減していく方向の趣旨が条約自体

に入っている．そこは長期的な課題として忘れてはな

らない点だろうということだと思います．

そのことに関係がありますので，ちょっと補足を申

しますと，基本計画づくりですが，長期的目標として

①循環を基調とした持続可能な経済社会システムにす

る，②自然と人間の共生が確保された社会を実現する，

③すべての主体がそれぞれの責任に応じて役割を分担

して環境への負荷を減らす，あるいは環境保全をする

行動に取り組む，ということです．

4つ目の目標として，そもそも問題は全人類的な課

題なんだから開発途上国にも地球環境問題の解決のた

めにやれることはやってもらわなければならないとい

うことがあります．その自助努力をバックアップする

という形で，日本は国際的な協力の先頭に立つことを

調っているわけです．環境基本計画はこの4つの目標

を実現するための施策の大綱を定めています．

21世紀の前半を展望した上で，日本の経済社会，あ

るいは各主体の行動のあり方の指針となるべきものを

つくろうということでやっているわけです．かつ，最

近は各省庁とも環境対策をそれぞれ自己の政策の中心

に持ってきて，環境意識が強いわけですから，全省庁

が積極的にこれに協力をしようということでやってい

るわけです．

この計画を進めていく上で，政府の政策のかじの取

り方が重要なファクターとしてあるわけで，その政策

としては，従来からあるような規制的手法もあり環境

教育も大事で，また社会資本の整備も非常に重要だと

いうことになります．それと並んで大事だと言われて

おりますことは，経済的手法の活用ということで，環

境影響評価の充実もあります．

数値的目標をどこまで書くかということですが，も

ともとこれは5年というような短期の計画ではないわ

けで,10年,20年先を見た，大きな方向を基本に考え

ている計画になるわけです．片や各省庁が分担してや

る公共投資の計画がいろいろありますが，これは長く

て10年で，普通5年です．初めから尺度が合っていな

いという問題があります．

大事だと思うのは，この大きな基本計画ができた後は，
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各省庁がこの計画の方向性に沿って，自分が分担する

範囲の事業計画をできるだけ速やかにつくって，全体

として平灰が合う中で実施に努めていくようになるこ

とが，この計画の1つの大きな意味ではないかという

感じを持ちます

吉田小林さん，産業界のほうからいかがでしょう

か‘

小林先ほど茅先生からお話のありましたCO2です

が，具体的な数字で電力について，その中で東京電力

に限っての数字ですが，ご説明したいと思います

11月1日に発表しました東京電力の「環境行動レポ

ート」所載の「CO2排出原単位（全発電所の平均）・

CO2排出量」（図-3)ですが，全発電電力量は黒いカー

ブで，ずうっと右上がりで上がっていくわけですそ

れに対してCO2排出原単位は薄い線ですが，これは大

体右下がりです．しかしながら，全発電電力量はどん

どん上がっていきますので，残念ながらCO2の総排出

は，ちょうど中間ぐらいの濃さの線ですが，やや右上

がりになっているというのが実態です．これはエネル

ギー需要が増えていくということと，エネルギーの中

での電力が分担する比率がわずかではあるけれども，

増えていく．その両方からこういう状態になっている

ということです．

次に，「電源ベストミツクスなどによるCO2排出抑

制量」（図-4）ですが，これによって我々が原単位，

kWh当たりのCO2排出量を減らすためにどういう努

力をしてきたか，これからどういう努力をすれば原単

位が下がっていくか，ということがおわかりいただけ

ると思います．これは条件を置いて計算したものです

が，一番大きいのは原子力による抑制です

一番上に「送配電ロス率の低減・火力発電熱効率の向

上」がありますが，これによる分がその次に大きいわ

けです．原子力については，原子力自体の放射能とい

う別の環境問題があることを我々はもちろん認識して

おりますが,CO2という問題について効果があること

は申し上げるまでもないことです．

次に効果がある効率の向上ですが，「火力発電所の

熱効率（発電端)，送配電ロス」（図5）によると，今，

東京電力の全火力の発電端熱効率は39％です．東電が

運転している一番いい熱効率の発電所は，約43％の富

津火力です現在建設中の横浜火力が48％です．これ

は43％から48％まで5％上がるということではなくて，

実はそのベースを40%にとっていただきますと,CO2

の発生量が原単位で10%減るということになるわけで

-10-
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小林料氏

す．ですから，効率の向上は非常に効果があります

東京電力では，火力発電所平均で約40％という数字で

すが，例えばアメリカの最近の数字は，火力の熱効率

は34％か35％ぐらいのはずです．

今後は国際的な問題にテーマが進んでゆくわけです

が，我々は国内で技術開発を進め，効率の向上を進め

ていくと同時に，地球環境問題を解決するに当たって

は，こういった進んだ技術を，発展途上国はもちろん

ですが，アメリカなどの先進国を含めていかにグロー

バルに活用させるかというところに課題があるのでは

ないかと考えております．

今後の施策･技術の方向

吉田今のお話にもありましたように，まず1番目

に技術開発としての問題点，2番目にどんな施策のも

とで省エネルギー等を誘導していくかという問題，3

番目に途上国を含めての技術援助，世界的な立場での

行動という問題について，それぞれお話しいただこう

と思いますが，まず最初に研究開発の問題を茅先生か

らお話しいただければと思います

茅今，我々が扱っている問題は2つに分けたほう

がいいという気がします．1つは，今お話に出てまい

りましたような温暖化対応の問題，具体的に言うと炭

酸ガスの問題です．これはエネルギー関係者にとって

は非常に重要な問題です．

しかし，現在，我々が考えている環境問題はもう少

し問題としては大きいわけで，基本的に言えば我々社

会のサステナビリティーをどういうふうに保つか，あ

るいは回復するかといった問題があるわけです．そう

いった側面から環境基本計画という広い計画がつくら

れているし，また環境管理監査という考えも，社会が
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どうやって環境を維持していくかという立場から出て

いるわけです．

そういった意味で，私自身としては温暖化問題の話

と，それ以外の広く我々のサステナビリティーを回復

するためにどうするかという問題と，議論を多少分け

て考えたほうがやりやすいのではないかという気がす

るんです．

そこで，環境問題全体に対してどうするかという問

題ですが，2つ申し上げたいと思います．

1つは，現在出ている動きとして，我々の持ってい

る製品があまりに廃棄につながりやすい．つまり，リ

サイクルが非常に難しいから，リサイクルの容易な製

品をどうやってつくるかという議論が出ているわけで

す．エコマテリアルとか，エコファクトリーという言

葉で代表される一連の動きです．これについては，材

料の選択の問題と，製造技術における問題と2通りあ

るわけです．材料のほうは，いかにしてリサイクルし

やすいような材料を使うか．例えば合金類を非合金的

なものでいかに対応するのかといったことが1つの問

題になります．

もう1つの注目すべき動きは，工業製品の設計をリ

サイクルしやすい形にすべきだという考え方です．現

実にはなかなか難しくて，やってこなかったわけです．

というのは,PLという製品信頼性の問題が出ていま

すが，分解しやすくつくることは壊れやすいというこ

とにつながりやすいんです．そのために，設計として

は非常に難しくなるので，やってこなかったんです．

ところが，ドイツの包装法の問題にも絡んでいるんで

すが，こういった製品をとにかく回収して使うのが本

来の考え方であるというのが世界的に広がってきて，

リサイクルできるようにつくらざるを得ないというの

が，今,1つの方向になってきます．このために，自

動車，パソコン，家電品のたぐいについては，製品の

構造をブロック化して，ブロックとして回収して，再

使用しようというのが非常に強くなっているわけです．

自動車に特に熱心なのはドイツです．それから，ボル

ポもかなり熱心です．科学技術の側面について1つ重

要なのは，こういったリサイクラブルな製品構造の設

計，そしてそれを用いた回収の方式が1つの重要な技

術ではないかという気がしています．

もう1つは，これは先ほどの温暖化にも絡むんです

が，環境との共生する都市とか，住宅という話です．

これは技術だけでできる問題ではないんですが，技術

も重要なファクターになるわけです．我々自身，ます

－12－
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ます高層のビル，そして冷暖房の完備した，いわば自

然と乖離したシステムに住むようになってきています

が，今後は，できるだけ自然のエネルギーを利用し，

廃棄したものがうまく自然に返るような体系で生活出

来るようにし，技術もつくらないといけないというこ

とです．

太陽熱，あるいは光の家庭での利用といった技術は

幾つか出てきていますが，将来を考えると，家の構造，

あるいは都市の構造までを含めた基本的な設計のやり

直しが必要だろうと思っています．少しロングターム

の本質的な方向変更の技術が，今後は大事な技術では

ないかと考えています．

清水環境問題の議論をやりますと，やっぱり技術

の役割は大きいと思います．今までのお話の中に既に

あることですが，新技術の開発やエネルギー原単位と

か，あるいは効率，燃費を技術的によくすることは極

めて重要なことです．

もう1つは，さっき中上さんがおっしゃっていた豊

かさという物の考え方に関係するんですが，分量的に

たくさん消費するとか，やたらに便利で使い捨ててい

くということが今まで多かったわけで，それが大量生

産，大量消費，大量廃棄型の社会経済のあり方を見直

せという言い方になっています．むだなエネルギーの

使い方とか，そういうことに対して考え直していかな

ければいけないのではないかということです．

幾ら燃費がよくなっても，自動車にたくさん乗れば

どうしてもCO2も多く出るとか，あるいは早くモデル

チェンジしてしまえばどうしても廃棄物が増えるとい

う話になってしまう．そこらを社会のシステムとして

どうしてやっていくかということが，日本の場合，もっ

ともっと工夫されなければいけないのではないかとい

うことを感じます‘

私は，過剰利便を見直すという言葉を割合使うこと

があるんですが，そういうことと関連する1つの手法

は，言われている炭素税のようなもの，あるいはデポ

ジット制とか，そういう経済的手法の問題になると思

います．こういうものに対して，ヨーロッパの一部の

国では既に実施しているということについて，もう少

し日本でも前向きにとらえていくことが必要ではない

かという感じはします．

吉田炭素税といった1つの施策的な話が出てきま

したが，産業界の立場からどうお考えでしょうか．

小林冒頭，環境基本法から環境基本計画の議論が

ありましたが，産業界としては基本法にうたわれた内
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容，それから基本計画がいろいろ審議されておるわけ

ですが，それが具体的に展開されていく中で，どうな

るかということに非常に大きな関心を持っております．

炭素税という非常に端的な表現が出てまいりました

が，基本法で経済的な措置については慎重な書き方が

されておるわけでして，研究・調査を十分進めるとい

うこと，それから国民の十分な理解を得るということ，

それから国際的に関連がある問題については，国際的

な整合性を十分にとったものであること，こういった

ことが基本法の中に書かれています．私はあの表現の

とおりだと思っています．それが環境基本計画の具体

的な展開の中でどういうふうに実現していくかという

ことに非常に大きな関心を持っているわけです

環境税，炭素税という議論をする場合に，例えば現

在のノルウェーとか，オランダとかで現在行われてい

る例があるではないかということがすぐ話題になるん

ですが，やっぱり国ごとに資源のあり方も違えば，経

済の大きさも違います国際的な整合性をもって，本

当に地球規模で効果のある経済的な手法は何かという

のは，まだまだこれから検討する余地があるのではな

いかと考えております．

吉田中上さん，特に省エネルギーについて，技術

開発なり施策の点からどうでしょうか．

中上こういう話を一般のいわゆる消費者の方と話

をしますと，「よくわかる」とおっしゃるんですが，

｢では，やったらどれだけ得になるの」とか，「どうやっ

てやるの」という話になると，何も情報がないという

のが現状です．炭素税の話が出ましたが，エネルギー

コストというのは実質価格でいうと極めて安いんです．

私が統計を整理しだして30年ぐらいになりますが，国

内で見る限り実質価格にすると現在が一番安いんです．

したがって，「省エネルギーをやりましょう」と言っ

ても，なかなか一般の方々にはインセンティブが働か

ないわけです．

もう1つ問題なのは，「省エネルギー」という言葉

が不幸なことにダサい．「節約」「我慢｣，あんな暗い

ことをやりたくないというわけです．国の法律は省エ

ネ法と言わず，「エネルギーの合理的利用に関する法

律」となっていて，エネルギーを合理的に使うことが

省エネルギーなんだと言うと，それは理解できるけれ

ども，省エネと聞いた途端に，ダサいからやりたくな

いと，まず出てくるわけです

建築の話ですが，そんなにむずかしい技術はないん

です．例えば住宅の保温構造化なんてすぐできるんで

1Q
LJ

すが，北海道並みの断熱をやれば，たぶん東京だと冬

場はエネルギーを今ほど使わなくても，全館暖房でき

てしまうということはできると思います．しかし何も

東京でそこまでやる必要はないのではないかというニュ

アンスなんです．

もう1つ問題なのは，住宅のつくられ方自体が夏の

暑さがたまらないからということからきているわけで

す冬型の暖房に合わせるなんていう発想には，なか

なか切りかわらないわけです

もう1つは，消費者自身があえて積極的に省エネル

ギーをやろうというふうに，なかなかインセンティブ

が働いていない．経済学者は「コストを上げればいい

じゃないか」とおっしゃるけれども，コストの実質価

格が一番安かったというのは，今まで政策的に極めて

うまくいったからであって，湾岸危機があっても別に

エネルギー価格がそう上がらなかったということは，

極めてよかったことではないかと思います．

そこで，炭素税はどうかと言われると，もしコスト

で今の省エネルギーをク．ンと進めようとすると,1.5

倍から2倍ぐらい違わないと，そう簡単にコストのほ

うからはインセンティブが働いてこないと思います．

過度な利便性，使いもしないときにエネルギーを食っ

ているようなことが快適だ，利便だと思うことを，も

う1回考え直すべきではないかと思います．こと住宅

に限っていえば，高層住宅も含めて，そう最先端的な

技術がなくても，かなりそぎ取れる部分があるのでは

ないかただ，インセンティブをどうするかというこ

とが残されていると思います．

中上英俊氏

－13－
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途上国への対応

吉田いろいろ問題点をご指摘いただいてきたわけ

ですが，この問題は我が国だけの問題ではないわけで，

途上国の問題を考えなければいけないわけですその

中で，先進国としての日本の役割はどうあるべきかと

いうことが，1つ重要な問題だろうと思いますので，

その点に関してそれぞれの先生方からお話しいただき

たいと思います

茅この問題は常に南北問題と絡めて考えられるわ

けですよく言われる話は，北の国が幾ら努力しても，

南の国が成長してくればほとんど帳消しになるではな

いかという議論があるわけです．それを解決するため

に，技術移転だという議論があります．もちろんそう

だと思いますが，それ以上に大事なことは，先進国に

おいて発展途上国もそうしたいと思うような，効率的

な，そしてクリーンな社会構造，技術構造を持つこと

ではないかと思います．結局，我々日本もそうだった

んですが，アメリカ型の社会を発展途上国はみんな夢

見るわけです，現在でもやっぱりそうです．

しかし，エネルギーにしても，あるいは普通の資源

を使うにLても，効率的で，しかし同じぐらい気持ち

がよくて，しかも経済的に有利だというのがあったら，

だれでもそっちへいきますむしろそういった形で，

資源，エネルギー，そして環境という立場から，ずっ

と経済効率が良いような社会を先進国がつくれば，発

展途上国はそっちに向かってくれるわけです．だから，

我々がやらなければいけないのは，技術移転も大事で

すが，まず自分たちがそういうものをつくる努力をす

べきではないかそれに最大の努力を傾注することが

問題解決の基本の方向だと思います．

しかし，そういったことは決して短期にはできない

わけですどうしても時間がかかる技術開発がその

鰯
ミ
ォ
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ためにどうしても必要ですが，それは5年や10年でで

きるわけではない．かなり長期のターゲットをみんな

がしっかりと掲げて，国も掲げて，それに向かって先

進国が努力をすることが，今，一番大事なことではな

いかと思っています我々エネルギー・資源学会に関

与する技術者はまさにその中心にいるわけですから，

そういう方向でぜひ努力をしていただきたいと思って

います．

清水私も全く茅先生のおっしゃったことに尽きる

と思います．思うに，環境基本法も第1条でもって，

日本の国民の健康で文化的な生活に貢献すると書いて

ありますが，同時に「人類の福祉に貢献する」と書い

てあるんです3条，4条，5条というのは理念と言

われて，これからの社会のあり方はこうだということ

が書いてあります．あれは日本の法律だから日本国民

がやるべきこととして言いていますが，あの理念はむ

しろ世界の社会のあり方を書いていると私は理解して

いるわけですまさにおっしゃるように，日本人が範

を示せるかどうかです今までヨーロッパをモデルに

追いつけ追い越せできた日本が，世界のこれからの地

球環境時代の社会経済のあり方を法律の形で提示した

今や問われるのは日本人が先頭を切ってそれができる

かということです．

さらに国民ひとりひとりが環境の保全についてはお

カネがかかるんだということをもう少し素直に認める

ことだと思います．結局は個人にみんな負担がかかっ

てくる．その中で個人がどう対応するかということに

尽きるのではないかと感じています．

それから，さっき環境管理のお話が出たときに感じ

ましたのは，企業と市民の関係は，日本ではどうも今

まで対立的な関係が多いんです，アセスメントがうま

くいかないのもそこなんです環境を相手にした企業

の公表と市民の評価というのはだれのためでもない，

むしろ双方の利益のためなんですこういうことがで

きるような企業であることと，より大きい問題は日本

の市民がそういうことができるような市民に育たなけ

ればいけないのではないか，そんな感じを持ちます．

小林地球環境問題を具体的に解決していくに当たっ

ては，国際的なスキームづくりが前提になくてはいけ

ないのではないか．先ほども共同実施ということを言

いましたが,CO2をlt減らすのに，日本だったらこ

れだけかかる．同じカネをかければ中国では恐らく数

倍のことが出来るそれをどうやって国際的なスキー

ムとして成立させるかということがまず基本になるの
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ではないか．国際的なスキームをどうやったら国際的

な合意の中でつくり上げられるかということが大きな

課題ではないかと思います．

すぐ先進国から途上国へ技術移転とか，資金供与と

いうことが言われますが，それは当然必要ですが，そ

の場合にやっぱり発展途上国自体の自助努力をどうし

て引き出すかということを，国際的に考えていかなく

てはならないのではないかと思います．

このように考えていきますと，重要な問題は，環境

問題についての教育啓蒙といいますか，「ぜいたく」

を認識するところから省エネルギーを図ることも必要

だと思います．これは先進国でも同じです．それから，

今，発展途上国を中心として人口問題が非常に大きな

話題になっていますが，環境をベースにした教育啓蒙

が非常に重要ではないかと考えます．

中上私も途上国の問題で少しお手伝いしてて感じ

るのですが，日本の常識で物を見てはいけないという

ことがあるわけです．気候風土は違うし，生活習慣も

違うわけですし，もちろん技術レベルも違うわけです．

エネルギー・資源学会にもぜひ文化人類学とか，そ

15

ういう人に多く入っていただくと，また違ってくるの

ではないか．最近，海外へ行きますと，文化人類学の

方がエネルギー問題にずいぶん入ってこられて，技術

とか経済だけではない，人間の行動はこうなんだとい

うお話をされて，非常に刺激を受けるんです．特に途

上国に対して何ができるかというと，技術的にはもち

ろんあるにしてもそういった観点からもっと積極的に

関与できるのではないかと思います．

どうも我々もまだアメリカ型といいますか，大量生

産，大量消費，大量廃棄がいいと思ってやっている．

向こうの人はどうしても日本の生活に追いつきたい追

い越したい，アメリカ型になりたいと思っているわけ

なので，まさに啓発・普及も含めて日本人自体がやら

なければいけないことは多いと思いますので，さらに

勉強したいと思います．

吉田まだまだ話題は尽きないと思いますが，学会

の役割も明らかにしていただいたようですので，とり

あえずこれで終わりたいと思います．ありがとうござ

いました

－15－




